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１．研究の背景
　水土保全や生物多様性の確保など森林の持つ公益的
機能を増進するための費用負担を地域住民に求める目
的で、各自治体が独自に課す税（以下「森林環境税」
とする）は、2003 年 4 月より高知県で導入されたの
をきっかけに全国的な広がりをみせ、2012 年 4 月に
は都道府県数の 7 割を超える 33（導入予定 2 県を含む）
の自治体で導入されるまでになっている。栃木県は全
国で 25 番目に導入を議決し、2008 年度より「とちぎ
の元気な森づくり県民税」という名称で導入が開始さ
れた。森林環境税は県の林務財政に対して税収規模が
小さく、国税と違い財源調整機能がないために、ハー
ド事業による森林・林業への直接的な効果は小さいと
される。しかし、ソフト事業を通して、県民が森林の
もつ公益的機能の重要性と森林整備の必要性を知るこ
とや、税金の使われ方をチェックする監査的な役割を
担うこと、県民の目が森林の所有者にも向けられる、
といった一般市民の意識醸成には効果が期待出来ると
される。
　当然ながら税事業による間接的な効果の発揮には、
前提として県民が税事業の存在を知っていることが必
要となる。しかし栃木県において県民の税事業の認知
度は低く、栃木県が実施した 2010 年度の県政世論調
査によると、「事業内容まで知っている」と回答した
人はわずか 7.6％、一方「名称すら知らない」と回答
した人は 56.0% と過半数を超えている。県民税導入
年である 2008 年度にも同様の県政世論調査（2,000 人
を対象に実施され 1,251 人が回答）が行われているが、
「事業内容まで知っている」と回答した人は 8.8％、「名
称すら知らない」と回答した人は 55.7％という結果
であった。これら２度の調査結果から、2008 年から
2010 年にかけての３年間で認知度の向上が殆ど見ら
れないことが伺える。
　本稿では、県民による認知度に注目し、「とちぎの
元気な森つくり県民税」における普及啓発事業の現状
と課題について、「元気な森を育む木の良さ普及啓発
活動」を通して明らかとする。同事業は、間伐材の有
効利用の Pr と、木の良さや森林整備の必要性につい
て理解を深める目的で行われ、間伐材を活用した木製
ベンチを配布、日光杉並木には保護木柵の設置などを
行う事業である。2011 年度は机・椅子 1,800 セット・
木製ベンチ 500 基の配布を予定し、事業費 57,320 千
円を計画している。机・椅子の配布事業は 2008 年度
から行われ、2010 年までの 3 年間で延べ 15 市町の小
中学校 85 校へ、5,800 セットが配布された。事業計画
では、2008 年から 2017 年までの 10 年間で 18,000 セ
ットを配布する予定だ。栃木県環境森林部によれば、
この数字は、栃木県内の小中学校の児童・生徒の総数
を 9 で割った値（約 18,000）で、義務教育就学中にす
べての児童・生徒が必ず一度、一年間はこの机・椅子
を使用することが出来るように計算されたものであ
る。
　一方、木製ベンチの配布事業は 2010 年度から行わ
れており、2010 年度は全市町 245 施設へ 500 基配布
された。机・椅子配布事業で配布される机・椅子は 1
表1-1	 元気な森を育む木の良さ普及啓発事業・木製ベンチ
配布全体計画
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セット 26,870 円、1800 セットで 48,366 千円である。
これは事業費ベースで見ると、森を育む人づくり事業
の中では最大規模の事業でありソフト事業の 34.2％を
占める。木製ベンチの配布事業は民間施設や公共交通
機関、金融機関、病院、私立学校、県市町立施設等幅
広く配布を行なっているが、メインは市町施設であ
り、2010 年から 2013 年までの 4 年間の予定総配布数
2,000 基のうち 1,488 基が市町施設への設置である（表
1-1）。机・椅子、ベンチの配布先にはとちぎの元気な
森づくり県民税のパンフレットを置き、普及啓発活動
に努めている。県担当者は、各市町の教育委員会を窓
口として、机・椅子の配布先・配布数について意見を
集め、各市町の教育委員会が具体的な配布先を決定す
る。
２．研究の課題と方法
　以上のような背景をもとに、本稿では、「とちぎの
元気な森つくり県民税」における普及啓発事業の現状
と課題について、「元気な森を育む木の良さ普及啓発
活動」を取り上げ、主に取り組まれている「間伐材製机・
椅子配布事業」に焦点を当てながら明らかにすること
を課題とする。文献調査および栃木県環境森林部、宇
都宮市教育委員会等、における概況のヒアリングを行
ったうえで、「間伐材製机・椅子の配布事業」の対象
となった宇都宮市内の全 36 校の小学校の教職員の代
表者に対してアンケート調査（調査票の直接郵送・回
収）を行った。同調査結果を元に、興味深い回答を寄
せた小学校への聞き取りを行った。詳しくは後述する。
　県民税での取り組みにおいて、机・椅子配布事業に
着目した理由は次の四点である。
　第一に、この配布事業にかかる費用が全ソフト事業
費の約 1/3（約 5 千万／年）、10 年間で約 5 億円が使
われるソフト事業最大の規模であることである。第二
に、他の事業は既に森林・林業・環境等にある程度強
い興味関心を持っている層が多く参加・体験等をする
内容のものが多く、事業評価の際に「一般的な県民」
とは異なる母集団となりがちであると予想される一方
で、机・椅子配布事業は全ての小学校・中学校を対象
としているためバイアスが少ないと考えられることで
ある。第三に、二点目とも関係するが、義務教育期間
の小・中学校がその対象となるために、現時点で中学
生以下の全県民が今後も含めると事業に関わるという
ことである。そして第四に、木の良さや森林整備の必
要性のＰＲといった普及啓発とはいわば森林・林業・
環境の教育活動であり、子ども達へ重点的に行なって
いくべきということである。普及啓発活動を行う上で
最も影響を与える対象となるのは子どもであり、教育
活動の一環として行うことで、家庭を通して子供たち
の親の世代も間接的に普及対象とすることができる。
３．間伐材製机・椅子の配布事業についてのアンケー
ト調査
３．１　調査の概要
　教育活動を行うためには教職員が森林・自然環境等
の理解がなければ成り立たず、机・椅子の配布を通し
て普及啓発を行う当事業においても教職員の森林・林
業・木材などへの理解がなければ難しい。当事業を独
自に評価するため、机・椅子が配布された学校の教職
員を対象としたアンケートを実施した。机・椅子の配
布は、2008 年度から 2010 年度までの 3 年間で、栃木
県内 15 市町 85 校に配布されている。このうち宇都宮
市内全 36 校を対象にアンケート調査を実施した。対
象校は全て宇都宮市立の小学校である。アンケートは
各学校の校長宛てに郵送し、回答は各学校を代表する
教職員一人が行い、アンケートに同封した返送用封筒
で郵送回収した。表 3-1 が当アンケート調査の質問項
目である。
３．２　調査結果（単純集計）
　2011 年 10 月 13 日にアンケート調査票を郵送で配
布し、10 月 15 日から 11 月 10 日までに全 36 校中 28
校から返送があり、回答率は 77.8％であった。机・椅
子が配布された時期ごとに回収率を見ると、2008 年
度は 12 校中 11 校（回収率 91.7％）、2009 年度は 12
校中 8 校（回収率 66.7％）、2010 年度は 12 校中 9 校（回
収率 75.0％）という結果である（表 3-2）。
　アンケート調査の結果を設問ごとに示す。表に「学
校数」という表記のあるものは全 28 校が質問に対し
て１つの回答しており、回答数の合計は28となる。「回
表3－1　アンケ トー調査質問項目
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答数」と表記のあるものは全 28 校が回答している質
問ではない場合や、複数回答可の質問等であり、回答
数の合計は 28 にはならない。また、複数回答可の質
問についてはその旨を表記する。
３．２．１　学校・回答者について
①教職員数（表 3-3）
　教職員数は「21 ～ 30 人」のところが最も多く、28
校中 13 校と全体の 46.4％を占める。次いで「11 ～ 20
人」「31 ～ 40 人」の小学校がそれぞれ 21.4％を占め、
これらで全体の９割近くを占める。
②校舎の造り（表 3-4）
　校舎の造りは「鉄筋コンクリート造」が 60.7％であ
り、次いで「鉄骨鉄筋コンクリート造が」17.9％である。
「木造」と回答した学校は 1 校もない。校舎の築年数
は、「31 ～ 40 年」で 42.9％を占め、次いで「41 ～ 50 年」
が 7.1％である。築 31 年以上が全体の 5 割以上を占め
る。
③回答者の年齢（表 3-5）
　回答者は、「50～59歳」が78.6％、次いで「40～49歳」
が 17.9％、40 代以上が全体の 96.4％を占める。
④回答者の職階（表 3-6）
　回答者は「副校長」46.4％、「担任・副担任教諭」
28.6％である。
⑤机・椅子の設置場所（複数回答）（表 3-7）
　設置場所で最も多いのが「学習室」で 46.4％であっ
た。学習室とは普通教室とは異なる学習スペースで、
自習室・習熟度別に学ぶ教室等がこれに該当する。次
いで「児童会室」が 17.9％であり、それ以外としては
「その他特別室」が 14.3％、日常的に児童が生活する「普
通教室」に設置されているのは全 28 校中２校で 7.1％
となっている。
⑥普段から行う環境教育・体験活動について（複数回
答）（表 3-8）
　28 校すべてにおいて普段から環境教育・体験活動
を行っている。内容は、「作物栽培」が全 28 校中 26
校（92.9％）、「虫・動物と触れ合う体験」が 64.3％、
それに続き「省エネ・エコ・節電」の環境教育と「ボ
ランティア活動」がそれぞれ 60.7％である。「その他」
としての教育・活動には「花の栽培」「エコキャップ・
アルミ缶の回収」「市冒険活動センターにてネイチャ
ーゲーム」「山登り」が挙げられた。
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表3－2　アンケ トー配布・回収状況
表3－3　教職員数
表3－4　校舎の造り
表3－5　回答者の年齢
表3－6　回答者の職階
表3－7　机・椅子の設置場所
注１：その他特別教室とは外国人国籍学級・特別
支援学級を指す。
注２：その他特別室とはランチルーム・かがやき
ルーム・ミーティングルームを指す。
表3－8　教育・活動の内容について
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⑦学校の周辺環境（複数回答）（表 3-9）
　最も多い周辺環境は「住宅地」で 64.3％であり、次
いで「田畑などの農作地」が 53.6％であった。「山や
森林」が周辺にある学校は全 28 校中３校と 10.7％に
すぎない。
３．２．２　とちぎの元気な森づくり県民税について
①とちぎの元気な森づくり県民税を知っているか（表
3-10）
　とちぎの元気な森づくり県民税の認知度は 64.3％で
あった。また、に示した通り、「はい」と答えた人のうち、
とちぎの元気な森づくり県民税の名称の認知度は 100
％、税額の認知度は 50.0％、事業内容（一部分）の認
知度は 83.3％、事業内容（全体）の認知度は 22.2％で
あった。とちぎの元気な森づくり県民税の認知された
時期として最も多いのが「2008 年」の税事業開始年
度の 33.3％であり、次いで「2010 年」が 27.8％、「2007
年以前」が 16.7％であった。
②とちぎの元気な森づくり県民税を認知した経緯（複
数回答）（表 3-11）
　とちぎの元気な森づくり県民税の認知までの経緯と
して最も多いのが、「県や市が発行する広報誌」によ
るもので 39.3％であった。次いで「とちぎの元気な森
づくり県民税で作られた木製机・椅子が配布された」
時に知ったというもので 28.6％であった。「テレビ広
告」を見たという回答者はわずか 1 校で 3.6％であっ
た。
③教職員のとちぎの元気な森づくり県民税の認知度
（表 3-12）
　教職員のとちぎの元気な森づくり県民税の認知度は
「ほとんどの先生方が知らないと思われる」が最も高
く 46.4％を占め、次いで「少数の先生方が知っていろ
と思われる」「かなりの数の先生方が知っていると思
われる」がそれぞれ 25.0％を占める。「ほぼ全員が知
っていると思われる」はわずか 1 校の 3.6％であった。
３．２．３　木製の机・椅子導入のきっかけと反応
①机・椅子配布事業の参加理由（複数回答）（表 3-13）
　机・椅子配布事業へ参加した理由として最も多いの
が「木の持つ魅力、独特の良さがあるから」60.7％で
あり、「新しい机・椅子を整備したかった」「金銭的に
負担がない」「子ども達に良い環境が与えられる」の
3 項目が 46.4％と続いた。
②机・椅子（または事業そのもの）の利点について（複
数回答）（表 3-14）
　事業に参加してみて利点が「ある」とした学校は
27 校（96.4％）である。また、事業に参加して得られ
た利点のうち「温かみがある」が最も高く 82.1％であ
った。「見た目（木目）が美しい」71.4％、「良い香り
がする」42.9％、「教室が明るくなる」「肌さわりが良
い」がそれぞれ 35.7％と続く。その他は「破損した机・
椅子を廃棄し、新しい机・椅子が使えるようになった」
である。
表3－9　学校の周辺環境
表3－10　県民税の認知の有無
表3－11　県民税を認知した経緯
表3－12　教職員の県民税の認知度
表3－13　机・椅子配布事業の参加理由
表3－14　机・椅子（または事業そのもの）の利点について
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③机・椅子（または事業そのもの）の問題点について
（複数回答）（表 3-15、3-16）
　事業に参加してみて問題点等が「ある」とした学校
は 60.7％である。またに示す通り、具体的な問題点と
して「その他」が最も多く挙げられた。主な意見は「木
の表面が柔らかく凹む」「サイズが変えられない」な
どである。
３．２．４　木製の机・椅子導入後の対応
①机・椅子配布時の県から事業説明の有無（複数回答）
（表 3-17）
　担当者から口頭説明やパンフレットの配布、事業に
ついての資料等が配布された学校もあれば、説明が全
くなかったとする学校も 8 校ほどある。
②県からの説明の内容・資料等について（表 3-18）
　「少し説明不足だった」と回答した学校が 25.0％、「不
十分な説明だった」と回答した学校が 17.9％であり、
合わせると 4 割を超える。また「十分な説明だった」
と回答した学校は全 28 校中 2 校の 7.1％である。　 
③子ども達などへの説明について（複数回答）（表
3-19、3-20）
　学校側から子ども達や保護者等へ机・椅子配布事業
等について説明を行なっていない学校が 5 割である。
不明を含めると 6 割以上となる。説明の対象は子ども
達に対しては 9 校、保護者に対しては 6 校、地域の町
内会に対しては 1 校がそれぞれ説明を行っている。説
明の内容は、｢栃木県内の森林整備で発生した間伐材
の有効活用について｣ が 9 校、｢木の良さや森林整備
の必要性について｣ が 6 校、｢とちぎの元気な森つく
り県民税について｣ が 3 校である。
④机・椅子配布を機に新たに行った教育活動・体験活
動などについて（複数回答）
　机・椅子の配布事業をきっかけにして新たに行われ
た取り組みが「ある」と回答した学校は全 28 校中 1
校であった。取り組みの内容は木工体験で、「小学校
6 年生とその保護者らで、体育館に座る際に使う新入
生用の小さい木製の椅子を造る」というものである。
⑤机・椅子配布事業を通して意識変化について（表
3-21）
　机・椅子配布事業を通して「大きな変化があった」
とした回答は一つもなく、「あまり変化はなかった」
が教職員・子ども達・保護者ともに最も多い結果であ
る。教職員・子ども達・保護者ともに 7 割以上が特に
意識の変化を感じていないと思われる結果である。
⑥机・椅子配布事業の当初の目的は果たされたかどう
かについて（表 3-22）
　「間伐材の有効利用の Pr と、木の良さや森林整備
の必要性について理解を深める」ために配布されてい
る机・椅子であるが、この配布目的はどの程度果たさ
れたかという質問に対して、「あまり果たされなかっ
た」が最も多い 46.4％、次いで「ある程度果たされた」
表3－15　机・椅子（またはこの事業そのもの）の問題点などの有無
表3－17　机・椅子配布時の県から事業説明の有無
表3－18　県からの説明の内容・資料等について
表3－19　学校側から子ども達・保護者等への説明の有無
表3－20　説明の内容
表3－21　事業を通した意識の変化
表3-22　机・椅子配布事業の当初の目的は
果たされたかどうかについて
表3－16　『有』と答えた方へ：机・椅子
（またはこの事業そのもの）の問題点について
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が 32.1％である。「全く果たされなかった」は 10.7％
となっており、「あまり果たされなかった」・「全く果
たされなかった」の二つで過半数を超える 57.1％であ
る。
３．２．５　最後に
①県や市が行う事業への要望の有無とその内容につい
て（複数回答）（表 3-23）
　県や市が行う事業への要望が「ある」とした学校は
全 28 校中 16 校と 57.1％であり、またその内容につい
ては「子ども達が体験学習できる、もしくは参加型の
イベントを増やして欲しい」が 28.6％、「県民税で行
なっている体験学習やイベントなどをもっとアナウン
スしてほしい」が 25.0％である。その他の内容として
は、「出前授業の形式で Pr 事業を行なって欲しい」「学
校で行なっている林間学校（森林体験）への援助が欲
しい」「木製品の製造にかかる費用を震災被害の種々
な復興予算に流用すべき時と考える」である。
②自由記入欄
　自由記入欄に書かれた意見を原文のまま紹介する。
○間伐材の環境教育への活用はとても良いと思いま
す。併せて、枝、つる、木の実等も教具となるので、
その提供も必要に応じてあると良いと思います。環
境教育は触れる（見る）→感じる（考える）→行動
する（体験する）が効果的と考えています。
○学校において「施設・設備」の管理を担当するもの
は、多くは「副校長」です。しかし、素材に対して
まで細かく管理するものではないので、今回の木製
机・椅子に対するアンケートの適任回答者は、おそ
らく他校でも選任に苦慮したと考えます。
○机・椅子だけでなく、別の製品を考案して、観光地
等で販売し、林業等の予算に充当してはどうでしょ
うか。
○本校など教室が狭い校舎にとっては机のサイズもコ
ンパクトなものが必要になります。木製の机・椅子
のサイズが選択できるようになると、普通教室へ設
置することができ、子供たち、保護者への啓発活動
も容易になると思われます。サイズやすわり午後地
の改善が必要と感じます。
○ＰＲをよろしくお願いします。
○学級で活用しやすいような形にならないと使いにく
い。
○木製の机・椅子の配布事業もある程度の効果がある
とは思いますが、学校の裁量で環境学習に使える予
算として配分する（年度当初に計画書を提出するな
ど…）とか、子供たちの環境学習の実践（たとえば
足尾での植樹活動など…）に活用できる予算として
用いていくことも今後期待したいと思っています。
４．アンケート結果より事例調査－宇都宮市立泉が丘
小学校－
　アンケート調査を受けて、2011 年 12 月 15 日に宇
都宮市立泉が丘小学校へ聞き取り調査を行った。唯一、
机・椅子配布事業をきっかけに新たに体験活動を行っ
ている学校であり、配布事業に最も影響を受けている、
いわば配布事業の成功事例と見られる学校である。泉
が丘小学校のアンケート調査における回答は表 3-24
の通りである。
　泉が丘小学校は宇都宮駅の北東に位置し、総児童
数 964 人と宇都宮市内の公立小学校で最も児童数が多
い。普段から環境教育には力を入れており、花を植え
るプランターを木材で作製したり、宇都宮市緑化ボラ
ンティアと協力してプランターの木製のケースを作製
したりしている。聞き取り調査では、アンケートの回
答者でもある副校長先生から、以下の三つの問題点に
ついて話を伺うことが出来た。
　第一に、机のサイズについてである。学校に配布さ
れた机の大きさは一律で 4 号（身長 150cm 相当の大
きさ）であり、使用するとしたら高学年の児童に限ら
れる。しかし、例えば 6 年生の普通教室で使おうとし
た場合、背の高い男子は身長が 160cm 台後半あり机
が小さすぎたり、逆に小柄な女子は身長が 130cm 程
度しかないため机が大きすぎたりという問題が必ず出
てくる。通常ならば大柄な児童には 5 号の脚の高い机
を与え、小柄な児童には 3 号の脚の短い机を与えるこ
とが可能で、どの学年のどの教室でもサイズの異なっ
た机が教室にあり体にあったサイズを使っているが、
配布された机は足の高さを変えることが出来ないた
め、普通教室での使用には適さないという。同じサイ
ズの机・椅子が配布されてもそのまま使える訳ではな
く、泉が丘小学校では普段あまり使わない児童会室と
学習室に設置している。
　第二に、椅子のサイズと形状について。一般的な椅
子には臀部に合った曲げが加えられており、丸みを帯
びているが、配布された椅子の座面は奥行きがありす
ぎ、また座面が真平らのために長時間座るのに向いて
いないという。子どもの身体のサイズに如何に合わせ
るかという課題が指摘できる。さらに、スタッキング
ができないため、大掃除や行事の際、机や椅子を一時
片付ける場合などに不自由があるとのことであった。
５．まとめと考察
　机・椅子配布事業に対する小学校への調査を通して、
栃木県「森林環境税」における普及啓発活動について、
次のようにまとめることができる。
　第一に、とちぎの元気な森づくり県民税に対する小
学校教職員の認知度の低さである。とちぎの元気な森
づくり県民税の認知度を尋ねる設問では、回答者の認
知度は、県政世論調査で示された県民の認知度 42％
に比べ若干良いものの 64.3％で、三分の一以上の回答
者は税事業そのものの存在、名称、税額、事業内容す
べてについて知らなかったことになる。教職員全体で
のとちぎの元気な森づくり県民税の認知状況を尋ねる
設問では、税事業の存在を知っている先生が学校にほ
とんどいないだろうと答えた学校が 46.4％、ほぼ全員
表3-23　要望の内容について
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の教職員が知っているだろうと回答したのはわずか１
校であった。普及啓発事業の本来の趣旨からすれば、
この事業は学校現場での普及と啓発によって始めてそ
の目的を達成することができるはずが、必ずしもそう
なっていないということが指摘できる。
　第二に、上記に関わるが、机・椅子について、その
背景や意義についての説明が、学校現場で必ずしも十
分に伝わっていないという点である。搬入時にどのよ
うな説明があったかという設問では、8 校で説明は全
く受けなかったと回答した。県ではパンフレットを配
布しているが、学校側の認識とズレがみられる。子ど
も達や保護者への説明については、説明を行ったとす
る学校が 10 校、そのうち児童への説明を行ったとす
る学校は 9 校であった。県は、子ども達への説明を学
校側へ依頼し、2010 年度は 100％それが実施されたと
のことであるが、アンケートの調査結果とは大きなズ
表3-24　泉が丘小学校のアンケ トー調査回答内容
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レがある。また、学校によって説明の仕方や事業の捉
え方が異なり、教職員の知識の有無によっても事業の
効果が大きくことなる。学校現場へ机と椅子が配布さ
れるタイミング、教育プログラムのなかでのマッチン
グなど、受け入れる学校側にもそれを整えていく準備
が必要であることも示唆している。
　第三に、設置場所やユーザー（子供たち）の使い勝
手に関する課題である。アンケート調査結果より、机・
椅子の設置場所を尋ねる設問では、多くの学校で使用
頻度の低い教室への設置が目立ち、普通教室への配置
は 28 校中わずか 2 校であった。使用頻度の低い教室
に設置する理由となっているものとして、サイズ、形、
重さ、天板の堅さなど、ユーザーの使い勝手が反映さ
れにくいことが挙げられている。
　第四に、上記に関わって、8 校の回答者が「木が柔
らかい」ことをデメリットとして認識していることに
ついて言及しておきたい。机の天板として、スギ材の
柔らかさはデメリットとして認識されることは、ある
意味で的を射ていると言えるが、逆に、机・椅子配布
事業に参加した理由を尋ねる設問では「木の持つ魅力、
独特の良さがあるから」という回答が最も多かったこ
とを考えると、両者は矛盾している。木の独特の良さ
である柔らかな質感はメリットにもなり得るはずであ
るが、木の良さとして柔らかさを挙げた学校はゼロで
あった。木の良さ普及啓発活動として配布しているに
も関わらず、その良さであるはずの木の柔らかさを、
3 割の回答者が問題点として認識している。このこと
は、木や木材そのものについての基本的な認識不足か
ら来るもので、普及啓発事業の核心を突く課題なので
はないかとも考えられる。
　栃木県「森林環境税」における普及啓発活動のうち、
机・椅子配布事業の現段階での課題は、以上のように
まとめられる。小中学校における単なる備品提供など
ではないことを強くアピールし、県民税を活かす普及
啓発事業をより意義のあるものにするために、ともに
多忙化している林務行政と教育現場との連携がどのよ
うに可能であるのかが、今後の課題として挙げられる。
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